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令和４年度　市の方針と主要な事業

災害からの復旧・復興と
災害に強いまちづくり

新型コロナウイルス感染症対策と
地域経済の活性化

重点的事項
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　令和４年度は、「災害からの復旧・

復興と災害に強いまちづくり」および

「新型コロナウイルス感染症対策と地

域経済の活性化」を引き続き重点的事

項とします。

　あわせて、ウィズコロナ・アフター

コロナを見据え、「３つのまちづく

り」で好循環を生み出し、将来にわ

たって安心安全で魅力的なまちづくり

に取り組みます。



災害からの復旧・復興と災害に強いまちづくり

新型コロナウイルス感染症対策と地域経済の活性化

災害からの復旧・復興
●災害復旧の推進
（所管課）災害復旧対策室、農林水産課、土木管理課

 農業用施設、公共土木施設の災害復旧を進めると
ともに、災害対策を講じます。
（農業用施設災害復旧事業、公共土木施設災害復旧事業
ほか）

●被災者の支援（所管課）福祉課

 個別の状況・支援ニーズに応じて、地域支え合い
センターが各種支援機関等と連携し、被災者の生活
再建を継続して支援します。
（被災者見守り相談支援事業）

災害に強いまちづくり
●浸水被害対策および排水対策基本計画の策定
（所管課）防災危機管理室、農林水産課、都市計画・公園課、土木管理課、土木建設課、
流域治水推進室、下水道課、施設課、学務課

 道路側溝・水路・河川等の浚渫や三川ポンプ場の新設などによる浸水被害対策を
進めます。また、排水対策基本計画を策定し、国や県との連携のもと、全庁的に流
域治水対策に取り組みます。（浸水被害対策事業、排水対策基本計画策定事業ほか）

●災害対応力の強化（所管課）防災危機管理室

 災害対策本部機能の強化をはじめ、水位計の設置や
防災ガイドブックの改訂・全戸配布、地域の防災訓練
に取り組むことで防災意識の向上を図ります。
（災害対策本部機能強化事業、地域防災力強化事業）

感染症対策
●ワクチン接種の推進（所管課）新型コロナワクチン接種推進室

 感染予防につながる新型コロナウイルスワクチン接種
を実施します。（新型コロナウイルスワクチン接種事業）

●支援体制等の充実（所管課）福祉課、保護課

 自宅療養者等へ必要な生活物資を届けます。
 また、生活困窮者への相談体制を強化します。
（自宅療養者等生活物資提供事業、面接相談体制充実事業）

地域経済の活性化
●事業者の競争力強化支援と消費の喚起（所管課）産業振興課

 ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた新商品開発等への支援を行うほ
か、商工会議所が実施するプレミアム付き商品券発行への支援などにより、
消費を喚起します。（新商品開発支援事業、おおむたプレミアム商品券発行事業）

児童生徒の学習の保障
●学校教育活動の充実
（所管課）学校教育課

 学習指導員およびスクール・サポート・スタッフを各学
校に1人ずつ配置し、学校教育活動の充実と感染症対策に
取り組みます。（学習指導員等配置事業）

コロナ禍でも安心して産み育てられるように
●新生児への給付金の支給
（所管課）市民生活課

 コロナ禍が続くなか、市独自に10万円の給付を行うこと
により、出産を迎える家庭や新生児を育てる家庭の経済的
な負担を軽減し、安心して産み育てられる環境づくりを進
めます。（新生児応援特別定額給付金事業） 3



市内企業への就業の促進
●企業情報発信の強化（所管課）産業振興課 （連携課）福祉課

 企業合同面談会や学校向けの企業
見学会のほか、オンラインによる合
同会社説明会の開催など、市内企業
の情報発信の強化による雇用促進を
図ります。
（市内事業所への就業促進事業）

●中小企業等就職者への支援（所管課）産業振興課

 若者が市内中小企業等に就職した場合に加えて、市内で起業した
場合や、自営での農業等を行っている場合も対象とし、奨学金の返
還や賃貸住宅の家賃の一部支援を行います。
（おおむた100若者未来応援事業【拡充】、UIJターン若者就職奨励事業
【拡充】）

イノベーション創出と地域企業の支援
●イノベーション創出の促進（所管課）産業振興課

 貸しオフィスやコワーキングスペース、イベントスペース等を備えるイノベーション
創出拠点を中心に、 IT等の情報関連企業の誘致や人・企業の活発な交流等を促進します。
あわせて、産学官金などの関係機関と推進体制を構築し、地域企業のIT人材育成や実証
実験のサポートを行うことで、イノベーション創出に向けた取組みを一体的に進めます。
（イノベーション創出促進事業【拡充】）

●地域企業の支援（所管課）産業振興課

 中小企業のデジタル化や競争力強化による地域産業の活性化を図るため、地域企業が行うイノベーション創出に向けたITツールの導入
等の支援を行うとともに、新技術・新商品の開発や脱炭素社会実現に資する研究開発等に向けた支援を行います。（研究開発等支援事業）

●積極的な企業誘致（所管課）産業振興課

 IT等の情報関連産業やホテル等の誘致を進めるなど、様々な分野の企業誘致に取り組みます。（企業誘致推進事業【拡充】）

意欲ある農業者の支援
●新規就農者定着に向けた支援
（所管課）農林水産課

 認定新規就農アドバイザーによる安定的な営農に向けた支
援と併せて、農業用施設の整備や農業用機械の導入等への支
援を行います。（意欲ある新規就農・漁業者の育成・確保事業）

●スマート農業の推進
（所管課）農林水産課

 農業用ドローンや全自動田植
機等の農業用機械の導入に対す
る支援や体験会の実施により、
スマート農業を推進します。
（生産性向上に向けた支援事業【拡充】）

若者が夢をもって働くまちづくり
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学校教育の充実
●小中一貫教育の推進（所管課）学校教育課

 既存の学校施設を活用し、義務教育9年間を見通した教育課
程による指導およびスクールソーシャルワーカーの配置などを
行うことで、児童生徒の学力の向上や心身の健全な育成、「中
1ギャップ」や不登校の解消などを目指します。
（小中一貫教育推進事業【拡充】）

●学力の向上（所管課）学校教育課指導室

 小中学校が行う補充学習や強化学習への学習サポーターの派
遣、授業や家庭学習でのタブレット端末の活用などを通して、
児童生徒の学ぶ意欲や学力の向上を図ります。
（「学びに向かう力」育成推進事業【拡充】、学校ICT活用推進事業
【拡充】）

●SDGs/ESDの推進（所管課）学校教育課指導室
（連携課）世界遺産・文化財室、生涯学習課、環境保全課、
教育みらい創造室

 各学校が行う世界遺産学習、
環境学習、福祉学習、国際理解
学習等の特色ある教育活動を支
援し、持続可能な社会の創り手
としての児童生徒の育成を目指
します。
（未来を創るESD推進事業、
人と未来と世界をつなぐ海洋教育推進事業）

●夜間中学の推進（所管課）学校教育課

 夜間中学の地域説明会や教職員への研修会等を実施し、周知
を図ります。また、アンケート調査をもとに、本市の夜間中学
のあり方について検討します。
（公立中学校夜間学級推進事業【拡充】）

安心して出産・子育てができる環境の整備
●学童保育所待機児童ゼロに向けた取組み
（所管課）子ども育成課
（連携課）地域コミュニティ推進課、生涯学習課、学校教育課

 待機児童ゼロを目指し、受け入れ可能な学童保育所等へ児童を送迎
する事業に新たに取り組むとともに、放課後児童支援員の処遇改善に
係る補助制度の活用等により、支援員の雇用の促進・定着を図ります。
（放課後児童健全育成事業【拡充】）

● による支援（所管課）子ども家庭課

 妊娠期から子育て期にわたり、各種の相談に応じ、必要な情報提
供・助言・保健指導など、保健や医療、福祉等の連携による切れ目な
い支援を継続します。（子育て世代包括支援センター事業）

●子ども家庭相談支援体制の強化（所管課）子ども家庭課

 子どもが心身ともに健やかに育つよう、子どもやその家庭、妊産婦
等の相談支援体制を強化します。あわせて、児童虐待を未然に防止す
るため、アウトリーチによる早期支援を強化します。
（子ども家庭総合支援拠点事業【新規】）

●子ども医療費の支援（所管課）子ども家庭課

 市内の0歳から中学3年生までの子どもを対象とした通院および入
院医療費の自己負担分の一部助成を行います。
（子ども医療費助成事業）

●保育所等の安全対策･ICT化の推進
（所管課）子ども育成課

 子どもが保育所等で安心・安全に過ごせる
よう施設の整備を行うとともに、睡眠中の事
故防止対策や、保育士等の業務負担の軽減を
図るためのICT化を進めます。
（保育所等業務効率化・安全対策事業【新規】 ）

子育て世代に魅力的なまちづくり
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誰もが安心して移動できる地域交通
●地域公共交通計画の策定（所管課）国県道路・地域交通対策課
（連携課）総合政策課、地域コミュニティ推進課、福祉課

 地域公共交通計画を策定するとともに、誰もが安心して移動できる地域
公共交通のあり方を検討するための実証実験を継続して行います。
（生活交通支援事業【拡充】、地域交通利便性向上事業【新規】、地域公共交通
計画推進事業）

移住・定住の促進
●移住者支援の強化（所管課）広報課

 大都市圏からの移住者に対して移住支援金を支給します。
また、引き続き東京都営地下鉄の広告掲載や移住情報誌への
記事掲載などあらゆる媒体を活用した情報発信を行うととも
に、お試し居住を実施します。
（移住・定住促進事業）

安心して元気に暮らせるまちづくり

人と環境にやさしいまちへ
●美しい川や海を残す取組みの強化（水洗化促進キャンペーン）
（所管課）環境業務課、環境保全課、下水道課

 公共下水道や合併処理浄化槽への切り替
えに対する支援の拡充とともに、広報・啓
発の充実・強化を行うことで、水洗化を促
進します。
（生活排水対策促進事業【新規】、浄化槽設置
整備推進事業【拡充】、水洗化普及促進事業
【拡充】、ESD環境学習・啓発推進事業）

●ごみの減量化・資源化（所管課）環境業務課

 有料指定ごみ袋のサイズと価格を見直し、プラスチック製容器包装や紙
類の分別、食品ロスの削減などにより、ワンサイズ小さいごみ袋へ切り替
える「ごみダイエット」を推進します。また、事業所から排出される紙類
の資源化にも取り組みます。（ごみ減量化・資源化推進事業【拡充】）

健康づくりの推進
●保健センターを拠点とした一体的な健康づくり
（所管課）健康づくり課

 子ども・子育て支援をはじ
め、乳幼児から高齢者までの
健康づくりの拠点となる保健
センターを中心として、全世
代の健康づくりを一体的に進
めます。
（健康づくり推進事業【拡充】、フレイル予防事業）

みんなで支えあう仕組みづくり
●制度の垣根を越えた支援体制の整備
（所管課）福祉課
（連携課）子ども育成課、子ども家庭課

 子ども・高齢者・障害者などの分野を超えて、相談・支援
ができる環境を整えます。単独の支援機関では対応が難しい
複合化・複雑化した相談に対しては、本人や世帯のニーズ・
状況を把握し、各支援機関との連携のもと、継続した支援を
行います。
（包括的支援体制構築事業【拡充】、生活支援体制整備事業）

市民にやさしいスマート窓口の推進
●接触機会の低減や市民に寄り添った窓口づくり
（所管課）市民生活課、市民課、税務課、納税課、保険年金課

 接触機会の低減や市民に寄り添い丁寧な案内を行う窓口の推進に向け、
各種申請のオンライン化や死亡後の手続きをワンストップで案内するおく
やみコーナーの新設などに取り組みます。（窓口業務改革事業【新規】） 6



●（仮称）総合体育館　［R5年度完成予定］
（所管課）スポーツ推進室 （連携課）都市計画・公園課、防災危機管理室、福祉課

 スポーツを通して、住みよいまちづくりを推進する「スポーツ都市宣言」のもと、
障害のある方を含めた多くの方々が気軽にスポーツを楽しむことができる、市民の
スポーツ・健康増進の拠点とするために、市民体育館の建て替え工事に着手します。
 また、災害発生時の避難所として使用することにより、災害に強いまちづくりを
推進します。
（（仮称）総合体育館整備事業）

●延命公園および周辺道路　［R7年度までに順次完成予定］
（所管課）都市計画・公園課、土木建設課、スポーツ推進室

 （仮称）総合体育館の整備と合わせ、憩いと癒しの交流空間としての延命公園の魅力向上を図るため、園路やお花見広場、展望の丘
などの整備を行います。また、渋滞緩和や歩行空間の確保等を図るため、周辺道路の改良工事に向けた調査等を行います。
（延命公園整備事業、延命公園周辺道路改良等事業）

まちの未来に向けた整備事業
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●新たなごみ処理施設　［R10年度供用開始に向けて］
（所管課）環境総務課

 本市と荒尾市から排出される可燃ごみの処理を行っている大牟田・荒尾RDFセンターに代わる新たなごみ処理施設建設を目指し、
大牟田･荒尾清掃施設組合において生活環境影響調査や発注仕様書の作成等を行います。
（新たなごみ処理施設の整備促進）

●（仮称）新大牟田駅南側産業団地　［R5年度完成予定］
（所管課）新産業団地整備推進室
（連携課）産業振興課、農林水産課、都市計画・公園課、土木管理課、土木建設課、建築住宅課

 交通結節点としての魅力を活かし、商業・サービス機能の「賑わい交流用地」と、新たな雇用創出
の場となる「産業用地」を整備し、地域経済の活性化を目指します。
 R4年度は、造成工事を進めるとともに、「賑わい交流用地」および「産業用地」への進出事業者の
選定を行います。
（新産業団地整備事業）

※（仮称）総合体育館 基本設計時イメージ

※（仮称）新大牟田駅南側産業団地整備予定地


